
「 原発ゼロ社会への道 ──

新しい公論形成のための中間報告 」

原子力市民委員会 意見交換会(新潟)
～～ 11 月 30 日（土）新潟駅前ガレッソホールにて ～～

原子力市民委員会は、福島原発事故を受けて、脱原発社会の構築のために必要な情報の収集、

分析および政策提言を行う市民シンクタンクを目指して、2013年4月15日に設立されました。

原子力市民委員会として、2014年春を目途に「脱原子力政策大綱」をまとめる予定ですが、

そのたたき台として、先般、10月 7日に「中間報告」を発表しました。

この「中間報告」をもとに、国内の各地で、さまざまな立場の方との意見交換会を開催する

こととし、11月 30日（土）に新潟での意見交換会を企画いたしました。

この意見交換会では、原子力市民委員会の委員から、「中間報告」の内容を説明するほか、

新潟県の担当部局の方にも参加していただき、県としての基本的な考え方や、防災対策の実施

状況などを説明していただくととともに、一般の参加者の方から、「中間報告」へのご意見や

ご質問などを発言していただきます。

原子力利用への賛否については、さまざまな立場やご意見がありますが、この意見交換会で

は、幅広い立場からのご意見を頂きたいと考えておりますので、ぜひ、多くのみなさんにご参

加いただきますようお願いいたします。

■日 時：2013 年 11 月 30 日（土） 18:00 開会 20:30 終了予定 （17:40 開場）

■場 所：新潟駅万代口「ガレッソホール」 新潟市中央区花園 1-2-2 コープシティ花園

■参加費：500 円（「原発ゼロ社会への道――新しい公論形成のための中間報告」を配付します）

■申込み：当日参加も可能ですが、email@ccnejapan.com か、FAX 03-3358-7064 に申し込みを

いただけると助かります。（申込多数の場合は、当日参加の方に席をご用意できない場合があります。）

■主 催：原子力市民委員会

■原子力市民委員会からの出席メンバー：

舩橋晴俊（法政大学社会学部教授、原子力市民委員会座長）

吉岡 斉（九州大学副学長、元政府原発事故調査委員会委員、原子力市民委員会座長代理）

伴 英幸（原子力資料情報室共同代表）

満田夏花（国際環境 NGO FoE Japan 理事）

※意見交換会で寄せられたご意見は、原子力市民委員会として記録した上で、「脱原子力政策大綱」をとりまと
める過程で参考にさせていただきます。ご意見は個人情報を除き、公開させていただくことがありますので、
ご了承下さい。

※原子力市民委員会の中間報告「原発ゼロ社会への道－－新しい公論形成のための中間報告」は、原子力市民
委員会ウェブサイトからダウンロードできます。

〒160-0004 東京都新宿区四谷 1-21 戸田ビル４階（高木仁三郎市民科学基金内）

Tel & Fax 03-3358-7064 E-mail: email@ccnejapan.com http://www.ccnejapan.com



17:40 開場

18:00 開会

・挨拶、趣旨説明

・原子力市民委員会からの中間報告の説明

・新潟県から、県の考え方と施策の説明

・一般参加者からの発言

・原子力市民委員会からの回答・まとめ

20:30 閉会
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「原発ゼロ社会への道──新しい公論形成のための中間報告」 「はじめに」抜粋

この「原発ゼロ社会への道──新しい公論形成のための中間報告」の目的は、2014 年 3 月までに作成する予定の

「脱原子力政策大綱」に盛り込まれるべき主要論点について、あらかじめ原子力市民委員会として、現時点での考

え方を示し、今後の活動の一里塚とするとともに、広く国内外の各界各層の方々のご意見をいただく「たたき台」

を提供することである。

「脱原子力政策大綱」は、原子力政策改革の具体的な方向性について、できる限り包括的な全体像を示す文書と

する予定である。それに対し、この中間報告では、「脱原子力政策大綱」の 7 割程度の主要な論点について現時点

での検討結果をまとめたものである。しかしこれを一読すれば、当委員会が目指す方向性について、大筋で理解し

ていただけるものと信ずる。

この中間報告に記載した数々の論点について、皆さまがさまざまな視点からのご意見を寄せてくださることをお

願いしたい。また当委員会として中間報告に関して、双方向的な対話の場をできるだけ多く設けるので、ぜひ参加

をお願いしたい。それをふまえて「脱原子力政策大綱」の作成作業を進めていきたい。


